1、 甲の罪責について
1、 私文書偽造罪（159条1項）。

2、 偽造私文書行使罪（161条1項）。

３（１）さらに、甲は、クレジットカードを呈示し、売上票を偽造することによって、パソコンを騙し取ったものとして、詐欺罪（246条1項）の罪責を負わないか。

　（２）ア　まず、甲は、使用権限のないクレジットカードを呈示したうえで、売上票を偽造してパソコンの購入を申し込んでおり、「欺」く行為はあったといえる。

　　　　イ　次に、甲からの申込を受けた乙は、Ｙ店舗の店長としてパソコンの処分権限を有するところ、その乙がパソコンを交付しており、処分行為もある。

　　　　ウ　さらに、Ｘは、パソコンを交付する代わりに代金の立替払いを受けてはいるが、そもそも詐欺罪は全体財産に対する罪ではなく個別財産に対する罪であり、「欺罔されなければ交付しなかったであろう」という関係がある限り、損害の発生も認められるところ、本件ではパソコンが交付されており、認められる。

　　　　エ　もっとも、本件では、パソコン引渡し前に乙が甲の意図に気付いており、因果関係を欠くのではないか。
　　　　　　思うに、前述のように、乙はＹ店舗の店長としてパソコンの処分権限を有するから、その交付前に欺罔に気付いた以上、その処分は欺罔に基づくものとはいえず、因果関係を欠くと解すべきである。

（3） 　したがって、甲は欺く行為という実行行為を行いながら、因果関係は欠いているので、甲の詐欺は未遂（250条・246条1項）となる。

3、 　以上より、甲には私文書偽造・同行使・詐欺未遂罪が成立、三罪は牽連犯（54条1項後段）となる。

2、 乙の罪責について

1、 信販会社に立替払いを請求した点

（1） 詐欺罪（1項）が成立しないか。
（2） ア　加盟店の店長は信義則上、欺罔に気付いたら請求　　をやめ、欺罔された旨を信販会社に報告する義務を負う。その義務を懈怠し、あえて支払いを請求することは、欺く行為にあたる。

イ　立替払いがなされており、処分行為・損害の発生・因果関係・欺く故意（38条1項）の点は問題なく充たす。なお、本件では、30万円の支払いはＸに対してなされ、乙は利益を得ていないが、もとより欺罔者が利益を得ることは詐欺罪の要件とはされておらず、結論に影響しない。
（3） 詐欺罪成立。

2、 甲にパソコンを引き渡した点

　（１）ア　財物の処分によって本人Ｘに損害を与えているので、横領（252条）または背任（247条）が成立しないか。両罪の区別が問題となる。
　　　　イ　（横領と背任の区別の論証＝本人名義かつ本人の計算なら背任、行為者名義または本人名義でも行為者の計算なら横領）。（あてはめ→背任の成否とする）。

（2） では、本件で乙に背任罪は成立するか。
　　　ア　事務処理者＝該当

　　　イ　保身目的があり、図利目的あり。

　　　ウ　任務違背行為あり。

　　　エ　財産上の損害なし。Ａから立替払いを受けたことで、全体財産に減少ないから。

（3） よって、背任未遂（250条・247条）が成立。

3、 二罪は併合罪（45条）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
